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配付資料要旨①

○ 平成29年３月に決定した「働き方改革実行計画」を踏まえた「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する

法律案要綱」について、平成29年９月に労働政策審議会の答申を受けており、この法案要綱を踏まえた法律案の早期の

国会提出を目指している。

○ 法案要綱には、①働き方改革の総合的かつ継続的な推進、②長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現等、③雇

用形態にかかわらない公正な待遇の確保、といった内容が盛り込まれている。具体的には、罰則付きの時間外労働の上

限規制の導入や、同一労働同一賃金法制の整備をすることとしており、法施行に向けて企業への周知等が必要となる。

○ 中小企業・小規模事業者が上記時間外労働の上限規制等に対応するため、生産性を高めながら労働時間の短縮等に取

り組む場合において、中小企業や傘下企業を支援する事業主団体に対する助成を行うこととしている。

○ また、時間外労働の上限規制や、同一労働同一賃金法制に円滑に対応するため、民間事業者への委託により、47都道

府県に「働き方改革推進支援センター」を設置し、関係機関と連携を図りつつ、労務管理等の専門家による個別相談援

助や電話相談等を実施するとともに、商工会議所・商工会、中央会等におけるセミナー・出張相談会を実施することな

どにより、過重労働の解消等を推進することとしている。

○ 地方公共団体におかれては、法改正や働き方改革推進支援センターの周知等について労働局から相談があった場合に

は、積極的に連携を図っていただくことにより、働き方改革の推進に御尽力いただくようお願いしたい。

○ 現在、過労死等防止対策推進法（平成26年議員立法により全会一致で成立し、同年11月施行）及び「過労死等の防止

のための対策に関する大綱」（平成27年７月閣議決定）に基づく取組を推進している。

○ 過労死等防止対策推進法で掲げる４つの対策（①調査研究等、②啓発、③相談体制の整備等、④民間団体の活動に対

する支援）のうち、②～④は、実施主体として国とともに地方公共団体が規定されている。また、大綱では、地方公共

団体が取り組む重点対策が盛り込まれている。

○ 地方公共団体におかれては、毎年11月の「過労死等防止啓発月間」を中心に、地域の実情に応じて、住民に対する啓

発や、教育活動を通じた啓発などの取組に、より積極的に取り組んでいただくようお願いしたい（例：「過労死等防止

対策推進シンポジウム」に対する後援、同シンポジウムにおける挨拶・取組事例の紹介、住民への参加勧奨、県作成の

広報資料における「過労死等防止対策白書」の紹介、過労死等防止に取り組む労使団体との協力等）。 3

１ 働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律案要綱（労働政策審議会29.9.15答申）について

２ 過労死等防止対策の推進について



配付資料要旨②

○ また、対策に取り組むに当たっては、地域の労使団体や都道府県労働局（担当：労働基準部監督課）と十分な連携を

図っていただくようお願いする。

○ 併せて、教職員を含む地方公務員の働き方に関しても長時間労働がみられているとの指摘もあることから、地方公務

員を任用する立場からの対策を推進し、それぞれの職種の職務の実態を踏まえた過労死等防止対策を講じていただきた

い。

○ 平成30年度も、過労死等防止対策に一層の協力、取組をお願いしたい。

○ 建設工事従事者の安全及び健康の確保を推進するため、基本理念、国、都道府県等の責務関係施策の基本となる事項

を定めた「建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律」が平成29年３月に施行された。

○ また、同法に基づき、施策の総合的かつ計画的な推進を図るための国の基本計画が平成29年６月に閣議決定された。

○ 同法第９条では、都道府県は、基本計画を勘案して、都道府県計画を策定するよう努めることとされており、平成29

年９月～11月にかけて、国土交通省及び厚生労働省においては、地方ブロック（国土交通省地方整備局）単位で各都道

府県の建設業所管部局、管内の建設業界団体等を参集し、同法及び基本計画の概要説明、都道府県計画策定に当たって

の留意事項等について説明してきた。

○ 都道府県計画の策定に当たり、厚生労働施策の関係部局においても、建設業所管部局と都道府県労働局（労働基準部

安全主務課）との連携の促進に御協力いただくなどにより、地域の実情に即した都道府県計画の策定及び建設工事者の

安全及び健康の確保に係る施策の一層の強化をお願い申し上げる。

○ 最低賃金については、働き方改革実行計画（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）等において、「年率３％程

度を目途として、名目ＧＤＰ成長率にも配慮しつつ引き上げていく。これにより、全国加重平均が1,000円になることを

目指す。このような最低賃金の引き上げに向けて、中小企業、小規模事業者の生産性向上等のための支援や取引条件の

改善を図る。」とされ、これに基づく取組を推進している。
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３ 建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律に基づく都道府県計画について

４ 最低賃金の引上げに向けた中小企業に対する生産性向上のための支援について



配付資料要旨③

○ 厚生労働省では、最低賃金引上げに向けた支援として、事業場内最低賃金（事業場内で最も低い賃金）を一定額以上

引き上げた中小企業・小規模事業者に対し、生産性向上のための設備投資（機械設備、POSシステム等の導入）や人材育

成に係る研修、業務改善のためのコンサルティングなどにかかった費用の一部を助成する業務改善助成金を行っている。

今回の補正予算では生産性革命の一環として利用しやすい30円、40円コースを全国拡大することとした。

○ 中小企業・小規模事業者の生産性向上等に当たっては、産業振興施策等を行う地方公共団体との連携を図ることがよ

り効果的と考えられる。

○ 地方公共団体におかれては、可能な範囲で、必要に応じて都道府県労働局とも連携を図りつつ、地方公共団体が実施

する中小企業支援のセミナーの場など様々な機会を捉えて、最低賃金の引上げに向けた中小企業に対する生産性向上の

ための支援策を周知いただきたい。

○ 平成25年４月に施行された改正労働契約法第18条に基づく無期転換ルール（有期雇用労働者の申込みにより有期労働

契約から無期労働契約に転換する仕組み）により、平成30年４月以降、無期転換の申込みが本格的に見込まれる。

○ 一方で、無期転換申込権の発生を前に、無期転換ルールの適用を意図的に避けることを目的とした雇止めや契約期間

中の解雇、無期転換後の労働条件の引下げ等が懸念される。

○ このため、厚生労働省では無期転換ルールの円滑な導入が図られるよう周知を進めているところであり、平成29年９

月、10月を「無期転換ルール取組促進キャンペーン」期間と定め、使用者団体、関係団体等に集中的な周知を行い、全

国知事会、地方公共団体等にも御協力いただいたところである。

○ 地方公共団体におかれては、平成30年４月以降、無期転換の申込みが本格的に見込まれるため、引き続き管内の外郭

団体、市町村等への周知に御協力をお願いしたい。

○ また、周知等に当たっては、各都道府県労働局（担当：雇用環境・均等部（室））と連携を図っていただくようお願

いする。
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５ 無期転換ルールの本格化に向けた取組について



１ 働き方改革を推進するための関係法律の
整備に関する法律案要綱（労働政策審議会
29.9.15答申）について
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１ 不合理な待遇差を解消するための規定の整備（パートタイム労働法、労働契約法、労働者派遣法）
短時間・有期雇用労働者に関する正規雇用労働者との不合理な待遇の禁止に関し、個々の待遇ごとに、当該待遇の性質・目的に照らして適切と認

められる事情を考慮して判断されるべき旨を明確化。併せて有期雇用労働者の均等待遇規定を整備。派遣労働者について、①派遣先の労働者との
均等・均衡待遇、②一定の要件※を満たす労使協定による待遇のいずれかを確保することを義務化。また、これらの事項に関するガイドラインの根拠

規定を整備。 （※）同種業務の一般の労働者の平均的な賃金と同等以上の賃金であること等

２ 労働者に対する待遇に関する説明義務の強化（パートタイム労働法、労働契約法、労働者派遣法）
短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者について、正規雇用労働者との待遇差の内容・理由等に関する説明を義務化。

３ 行政による履行確保措置及び裁判外紛争解決手続（行政ADR）の整備
１の義務や２の説明義務について、行政による履行確保措置及び行政ADRを整備。

施行期日 Ⅰ：公布日、Ⅱ：平成３１年４月１日（１の中小企業における割増賃金率の見直しは平成３４年４月１日）、
Ⅲ：平成３１年４月１日（中小企業におけるパートタイム労働法・労働契約法の改正規定の適用は平成３２年４月１日）

働き方改革に係る基本的考え方を明らかにするとともに、国は、改革を総合的かつ継続的に推進するための「基本方針」 （閣議決定）を
定めることとする。（雇用対策法）

働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律案要綱（労働政策審議会29.9.15答申）
労働者がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現する働き方改革を総合的に推進するため、長時間労働の是正、
多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保等のための措置を講ずる。

Ⅰ 働き方改革の総合的かつ継続的な推進

Ⅲ 雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保

１ 労働時間に関する制度の見直し（労働基準法、労働安全衛生法）
・時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未満（休日労働

含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度に設定。
（※）自動車運転業務、建設事業、医師等について、猶予期間を設けた上で規制を適用等の例外あり。研究開発業務について、医師の面接指導を設けた上で、適用除外。

・月60時間を超える時間外労働に係る割増賃金率（50%以上）について、中小企業への猶予措置を廃止する。また、使用者は、10日以上の年次有給
休暇が付与される労働者に対し、５日について、毎年、時季を指定して与えなければならないこととする。

・企画業務型裁量労働制の対象業務への「課題解決型の開発提案業務」と「裁量的にPDCAを回す業務」の追加、高度プロフェッショナル制度の
創設等を行う。（企画業務型裁量労働制の業務範囲を明確化・高度プロフェッショナル制度における健康確保措置を強化）

２ 勤務間インターバル制度の普及促進等（労働時間等設定改善法）
・事業主は、前日の終業時刻と翌日の始業時刻の間に一定時間の休息の確保に努めなければならないこととする。

３ 産業医・産業保健機能の強化（労働安全衛生法等）

・事業者から、産業医に対しその業務を適切に行うために必要な情報を提供することとするなど、産業医・産業保健機能の強化を図る。

Ⅱ 長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現等
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資料１



Ⅰ 働き方改革の総合的かつ継続的な推進（雇用対策法の改正）

○ 労働施策を総合的に講ずることにより、労働者の多様な事情に応じた雇用の安定及び職業生活の充実、労働生産性の向上を
促進して、労働者がその能力を有効に発揮することができるようにし、その職業の安定等を図ることを法の目的として明記する。

○ 法律の題名を「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律」とする。

○ 労働者は、職務及び職務に必要な能力等の内容が明らかにされ、これらに即した公正な評価及び処遇その他の措置が効果
的に実施されることにより、職業の安定が図られるように配慮されるものとすることを加える。

○ 労働者の多様な事情に応じた「職業生活の充実」に対応し、働き方改革を総合的に推進するために必要な施策として、現行の
雇用関係の施策に加え、次のような施策を新たに規定する。
▶ 労働時間の短縮その他の労働条件の改善 ▶ 雇用形態又は就業形態の異なる労働者の間の均衡のとれた待遇の確保
▶ 多様な就業形態の普及 ▶ 仕事と生活（育児、介護、治療）の両立

○ 事業主の役割の重要性に鑑み、その責務に、「職業生活の充実」に対応したものを加える。

▶ 労働者の労働時間の短縮その他の労働条件の改善など、労働者が生活との調和を保ちつつ意欲と能力に応じて就業できる
環境の整備に努めなければならない。

○ 国は、労働者がその有する能力を有効に発揮することができるようにするために必要な労働施策の総合的な推進に関する基
本方針（閣議決定）を定める。

○ 基本方針に盛り込む他省庁と連携すべき取組について、厚生労働大臣から関係大臣等に必要な要請を行うことができる。

○ 厚生労働大臣は、基本方針の案を作成するに当たっては、あらかじめ、都道府県知事の意見を求めるとともに、労働政策審議
会の意見を聴かなければならない。

○ 国は、労働施策をめぐる経済社会情勢の変化を勘案し、必要があると認めるときは、基本方針を変更しなければならない。

１ 題名と目的規定等の改正

２ 国の講ずべき施策

３ 事業主の責務

４ 基本方針の策定

働き方改革に係る基本的考え方を明らかにするとともに、国は、改革を総合的かつ継続的に推進するための「基
本方針」（閣議決定）を定めることとする。
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① 時間外労働の上限規制の導入
・時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未
満（休日労働含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度に設定。

② 中小企業における月60時間超の時間外労働に対する割増賃金の見直し
・月60時間を超える時間外労働に係る割増賃金率（50%以上）について、中小企業への猶予措置を廃止する。（３年後実施）

③ 一定日数の年次有給休暇の確実な取得
・使用者は、10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対し、５日について、毎年、時季を指定して与えなければならないこと
とする（労働者の時季指定や計画的付与により取得された年次有給休暇の日数分については指定の必要はない）。

（１）長時間労働の是正

自動車運転の業務 改正法施行５年後に、時間外労働の上限規制を適用。上限時間は、年９６０時間とし、将来的に一般則の適用を目指す。

建設事業
改正法施行５年後に、一般則を適用。（ただし、災害時における復旧・復興の事業については、１か月１００時間未満・複数月８０時間以内の要件は適用しない。こ
の点についても、将来的に一般則の適用を目指す）。

医師
改正法施行５年後に、時間外労働の上限規制を適用。
具体的な上限時間等は省令で定めることとし、医療界の参加による検討の場において、規制の具体的あり方、労働時間の短縮策等について検討し、結論を得る。

鹿児島県及び沖縄県に
おける砂糖製造業

改正法施行３年間は、１か月１００時間未満・複数月８０時間以内の要件は適用しない。（改正法施行３年後に、一般則を適用）

新技術・新商品等の研
究開発業務

医師の面接指導（※）、代替休暇の付与等の健康確保措置を設けた上で、時間外労働の上限規制は適用しない。
※時間外労働が一定時間を超える場合には、事業主は、その者に必ず医師による面接指導を受けさせなければならないこととする。（労働安全衛生法の改
正）

限度時間
１か月４５時間

１年３６０時間など

法定労働時間
１日８時間

１週４０時間

特別条項
上限なし

年間６か月まで

１年間＝１２か月

法定労働時間
１日８時間

１週４０時間

法律による上限
（原則）

１か月４５時間
１年３６０時間

法律による上限
（原則）

法律による上限（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間（休
日労働含む）
・月100時間未満（休日
労働含む）

１年間＝１２か月

年間６か月まで

Ⅱ 長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現等

１ 労働時間に関する制度の見直し１ 労働時間に関する制度の見直し（労働基準法、労働安全衛生法）

9



○ 勤務間インターバル制度の普及促進
事業主は、前日の終業時刻と翌日の始業時刻の間に一定時間の休息の確保に努めなければならないこととする。

○ 企業単位での労働時間等の設定改善に係る労使の取組促進
企業単位での労働時間等の設定改善に係る労使の取組を促進するため、企業全体を通じて一の労働時間等設定改善企業委員会
の決議をもって、年次有給休暇の計画的付与等に係る労使協定に代えることができることとする。

10

① フレックスタイム制の見直し
• フレックスタイム制の「清算期間」の上限を１か月から３か月に延長する。
② 企画業務型裁量労働制の見直し

• 企画業務型裁量労働制の対象業務に「課題解決型の開発提案業務」と「裁量的にPDCAを回す業務」を追加するとともに、対象者の
健康確保措置の充実や手続の簡素化等の見直しを行う。

③ 特定高度専門業務・成果型労働制（高度プロフェッショナル制度）の創設
• 職務の範囲が明確で一定の年収（少なくとも1,000万円以上）を有する労働者が、高度の専門的知識を必要とする等の業務に従事す

る場合に、健康確保措置等を講じること、本人の同意や委員会の決議等を要件として、労働時間、休日、深夜の割増賃金等の規定
を適用除外とする。

• また、制度の対象者について、在社時間等が一定時間を超える場合には、事業主は、その者に必ず医師による面接指導を受けさせ
なければならないこととする。（※労働安全衛生法の改正）

・次の要件を明記し、業務の範囲を明確化

・企画・立案等が主たる業務であること【共通】 ・専ら法人顧客のために商品等を開発し、提案する業務であること【課題解決型の開発提案業務】

平成27年法案
からの修正点

・健康確保措置として、年間１０４日の休日確保措置を義務化。加えて、①インターバル措置、②１月又は３月の在社時間等の上限措置、
③２週間連続の休日確保措置、④臨時の健康診断のいずれかの措置の実施を義務化（選択的措置）。

○ 事業者は、衛生委員会に対し、産業医が行った労働者の健康管理等に関する勧告の内容等を報告しなければならないこととする。
（産業医の選任義務のある労働者数50人以上の事業場） 等

○ 事業者は、産業医に対し産業保健業務を適切に行うために必要な情報を提供しなければならないこととする。（産業医の選任義務
のある労働者数50人以上の事業場） 等

２ 勤務間インターバル制度の普及促進等２ 勤務間インターバル制度の普及促進等（労働時間等設定改善法）

３ 産業医・産業保健機能の強化３ 産業医・産業保健機能の強化（労働安全衛生法等）

平成27年法案
からの修正点

（２）多様で柔軟な働き方の実現

10



○ 短時間・有期雇用労働者に関する正規雇用労働者との不合理な待遇の禁止に関し、個々の待遇ごとに、当該待遇の性質・
目的に照らして適切と認められる事情を考慮して判断されるべき旨を明確化。

（有期雇用労働者を法の対象に含めることに伴い、題名を改正（「短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法
律」））

○ 有期雇用労働者について、正規雇用労働者と①職務内容、②職務内容・配置の変更範囲が同一である場合の均等待遇の
確保を義務化。

○ 派遣労働者について、①派遣先の労働者との均等・均衡待遇、②一定の要件（同種業務の一般の労働者の平均的な賃金と
同等以上の賃金であること等）を満たす労使協定による待遇のいずれかを確保することを義務化。

○ また、これらの事項に関するガイドラインの根拠規定を整備。

「働き方改革実行計画」に基づき、以下に示す法改正を行うことにより、企業内における正規雇用労働者と非正
規雇用労働者の間の不合理な待遇差の実効ある是正を図る。

Ⅲ 雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保
（パートタイム労働法、労働契約法、労働者派遣法の改正）

○ 短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者について、正規雇用労働者との待遇差の内容・理由等に関する説明を義務化。

○ １の義務や２の説明義務について、行政による履行確保措置及び行政ＡＤＲを整備。

１．不合理な待遇差を解消するための規定の整備

２．労働者に対する待遇に関する説明義務の強化

３．行政による履行確保措置及び裁判外紛争解決手続（行政ＡＤＲ）の整備

11



時間外労働等改善助成金（仮称）（職場意識改善助成金より改称） 平成30年度予定額 3,501,528千円

予定額 1,919,015千円
【助成概要】

時間外労働の上限設定を行う中小企業事業主に対し助成

【対象事業主】
① 時間外労働が月80時間（休日労働を含む）・年720時間を

超える特別条項付き36協定を締結し、現に当該時間を超える
時間外労働等を複数月行った労働者がいた中小事業主（単
月に複数名が行った場合を含む）

② 時間外労働が月80時間（休日労働を含む）・年720時間以
下の特別条項付き36協定を締結し、現に当該時間の範囲
の時間外労働等を複数月行った労働者がいた中小事業主
（単月に複数名が行った場合を含む）

【助成率、上限額】
・費用の3/4を助成

※ 事業規模30名以下かつ労働能率の増進に資する設備・
機器等の経費が30万円を超える場合は、4/5を助成

・① 平成30年度（又は平成31年度）に有効な36協定において、
時間外労働の上限を月45時間・年360時間以下に設定
⇒ 上限150万円

※月45時間を超え月60時間以下の設定に留まった場合

⇒ 上限額100万円

月60時間を超え月80時間以下・年720時間以下の設定に留まった場合

⇒ 上限額50万円

・② 平成30年度（又は平成31年度）に有効な36協定において、
時間外労働の上限を月45時間・年360時間以下に設定
⇒ 上限100万円

・③ ①又は②に加え、週休２日制とした場合、度合いに応じて上
限額を加算
⇒ ４週当たり ４日増100万円、３日増75万円、２日増50万円、

１日増25万円
※上限額の合計は200万円まで

時間外労働上限設定コース（拡充）

予定額 1,027,974千円

【助成概要】
勤務間インターバルを

導入する中小企業事業
主に対し助成

【対象事業主】
新規に９時間以上の

勤務間インターバルを
導入する中小事業主

【助成率、上限額】
・費用の3/4を助成
※ 事業規模30名以下

かつ労働能率の増進
に資する設備・機器
等の経費が30万円を
超える場合は、4/5を
助成

・上限額はインターバル
時間数等に応じて、
9時間以上11時間未満
⇒ 40万円
11時間以上
⇒ 50万円

勤務間インターバル
導入コース（拡充）

予定額 128,099千円

【助成概要】
年次有給休暇の取得促進、所定外労働の

削減等を推進する中小企業事業主に対し助
成

【対象事業主】
以下の目標を達成した中小事業主
<年次有給休暇の取得促進・所定外労働の削減の
取組>

①年休の年間平均取得日数を４日以上増加
②月間平均残業時間数を５時間以上削減

＜週所定労働時間を40時間以下とする取組＞

特例措置対象事業主が週所定労働時間を
40時間以下とすること

【助成率、上限額】
<年次有給休暇の取得促進・所定外労働の削減の
取組>

費用の1/2～3/4を助成、上限100万円
※年休の年間平均取得日数を12日以上増加させた

場合には上限額50万円を加算

＜週所定労働時間を40時間以下とする取組＞

費用の3/4を助成、上限50万円

※ 3/4の助成について、事業規模30名以下
かつ労働能率の増進に資する設備・機器
等の経費が30万円を超える場合は、4/5
を助成

職場意識改善コース（拡充）

予定額 426,440千円

【助成概要】
３社以上の中小企業の事

業主団体において、傘下
企業の時間外労働の上限
規制への対応に向けた取
組に要した費用を助成

【支給要件】
傘下企業のうち、1/2以

上の企業について、時間
外労働の削減や賃金引上
げに向けた生産性向上に
資する取組を行うこと

【上限額】
上限500万円

※都道府県又はブロック
単位で構成する中小企
業の事業主団体（傘下企
業数が10社以上）の場合
は、上限1,000万円

【助成対象】
会議開催費用、実態調

査費用、セミナー開催又は
受講費用、巡回指導費用、
人材確保等のための費用
など、労働時間短縮や賃
金引上げに向けた生産性
向上に資する取組に必要
な経費

団体推進（新規）

【助成対象】 （３コース共通）
就業規則等の作成・変更費用、研修費用（業務研修を含む）、外部専門家によるコンサルティング費用、労務管理用機器等の導入・更新費

用、労働能率の増進に資する設備・機器等の導入・更新費用、人材確保等のための費用等労働時間短縮や生産性向上に向けた取組に必要
な経費 12



中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業

【中小企業等】

働き方改革推進支援センターの設置

47都道府県に「働き方改革推進支援センター」を設
置

電話・メール、来所による非正規雇用
労働者の処遇改善、労働時間制度、
賃金制度等に関する一般的な相談を
受付

労務管理・企業経営等の専門家による個
別訪問を行い、就業規則等の見直し、労
働時間短縮、賃金引上げに向けた生産性
向上に関するコンサルティング等を行う

【地域の商工会議所・商工会
等】

商工会議所・商工会、中央会等で、
セミナーの開催や出張相談会を実施

大規模センターに出張所を設
置することも可能とし、より身近
な場所できめ細かな相談支援
を実施

【 出張所 】

①「同一労働同一賃金ガイドライン案」等を参考とした企業における非正規雇用労働者の処遇改善
②過重労働防止に資する時間外労働の上限規制への対応に向けた弾力的な労働時間制度の構築や生産性向上によ
る賃金引上げ
③人材の定着確保・育成を目的とした雇用管理改善や業種の特性に応じた業務プロセス等の見直し等による人材不足
対応に資する労務管理に関する技術的な相談など総合的な支援を行うため、民間団体等の委託により、47都道府県に
「働き方改革推進支援センター」を設置し、関係機関と連携を図りつつ、労務管理・企業経営等の専門家による個別相
談援助や電話相談等を実施するとともに、商工会議所・商工会・中央会等におけるセミナー・出張相談会を実施する。

また、大規模センターに出張所を設置することも可能とし、より身近な場所できめ細かな相談支援を実施する。

平成30年度予定額 １，５４６，４４７千円（ ６９４，１４６千円）
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２ 過労死等防止対策の推進について
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過労死等の防止のための対策について

２．地方公共団体が取り組む重点対策

過労死等防止対策推進法（平成26年法律第100号）に基づき、過労死等の防止のための対策を効果的に推進するた
め、過労死等の防止のための対策に関する大綱を作成（平成27年7月24日閣議決定）

＜過労死等の防止のための対策＞

大綱には、過労死等防止対策推進法第8条から第11条までに規定された四つの対策を盛り込む。

実施主体：国 実施主体：国・地方公共団体

国が行う対策に協力するとともに、この対策を参考に、地域の産業の特性等の実情に応じて取組を進めるよう努める。
対策に取り組むに当たっては、国と連携して地域における各主体との協力・連携に努める。

地方公務員を任用する立場からの対策を推進し、それぞれの職種の職務の実態を踏まえた対策を講ずるよう努める。

１．大綱で定める対策

調査研究等
（同法第8条）

啓発
（同法第9条）

相談体制の整備等
（同法第10条）

民間団体の活動に対する支援
（同法第11条）

◯ 啓発

◯ 相談体制の整備等

◯ 民間団体の活動に対する支援
➢ 民間団体が取り組むシンポジウムへの協力・後援等の支援を行うよう努める。

➢ 国等が設置する相談窓口との連携に努める。

➢ 住民が過労死等に対する理解を深めるとともに、その防止の重要性を自覚し、関心と理解を深めるため、住民に対する啓発を
行うよう努める。

➢ 若年者に対する労働条件に関する知識の付与について、大学等での啓発とともに、中学校・高等学校等において、生徒に対し
て労働に関する指導の充実に努める。

➢ 地域の産業構造や労働時間等の実態に合わせて、企業等に対する啓発を行うとともに、年次有給休暇の取得促進について、
地域全体の気運の醸成に努める。

➢ 過重労働による健康障害の防止、職場におけるメンタルヘルス対策、パワーハラスメントの予防について、国と協働して、周知・
啓発を行うよう努める。

資料２
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３．地方公共団体における取組実績例（好事例）

１ 過労死等防止対策推進シンポジウム
➢ 実行委員会の構成員等としてシンポジウムの企画段階から参画（兵庫県ほか）
➢ 開催地の都道府県及び市を中心に後援名義使用許可
➢ チラシの配布のほか、ホームページや広報誌・情報誌を活用した周知を実施
➢ シンポジウムにおいて、地方公共団体幹部が登壇して挨拶
➢ シンポジウムにおいて、地方公共団体の取組事例の紹介

《H29年度周知啓発ポスター》

２ 国民に向けた周知・啓発
➢ 厚生労働省から送付したポスター、パンフレット、リーフレットについて、

ポスターの掲示やパンフレット等の配置・配布を実施
➢ 広報誌、ウェブサイト等に関連資料（過労死等防止対策白書や

過労死等防止啓発月間に関する資料を含む）を掲載＜好事例＞
➢ 県内一斉ノー残業デーの街頭啓発
➢ 職員向け研修の実施

※＜好事例＞：取組いただいている事例のうち、より積極的に取り組んでいただいているもの 《H29年度過労死等防止対策推進シンポジウム
チラシ（例：東京中央会場）》

《H29年度周知啓発パンフレット（抜粋）：相談窓口一覧》《好事例：神奈川県「労働かながわ」より抜粋》 16



３．地方公共団体における取組実績例（好事例）

３ 地方公務員を任用する立場からの対策
➢兵庫県：「超過勤務の縮減」、「子育て・介護と仕事の両立支援」、「働きやすい職場の実現」の三つを柱に、

「兵庫県庁ワーク・ライフ・バランス取組宣言」を行い、職員のワーク・ライフ・バランスの推進に
取り組む

「平成29年版過労死等防止対策白書」より抜粋
「コラム13 兵庫県における過労死等防止対策推進に係る取組み」

１ 県民に対する取組み
（略）

２ 県職員に対する取組み
事業者である県としても、職員の超過勤務の縮減や健康管理対策の取組みを徹底し、過労死等を防止してい

くのはもちろんのこと、職員一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、職務上の責任を果たしていけ
るよう、平成29（2017）年４月に「超過勤務の縮減」、「子育て・介護と仕事の両立支援」、「働きやすい職
場の実現」の三つを柱に、「兵庫県庁ワーク・ライフ・バランス取組宣言」を行い、職員のワーク・ライフ・
バランスの推進に取り組んでいくこととしました。

特に「超過勤務の縮減」については、従来から、長時間労働を是正するため、職員の意識改革や定時退庁日
の設定などの取組みを進めていましたが、更に実効あるものにするため、国の法改正に先駆けて、職員の超過
勤務の上限時間を定める「超過勤務の縮減に関する規則」を平成29年５月に制定しました。

この規則では、休日の超過勤務を原則禁止とし、月45時間、年360時間などの上限時間を定めるとともに、
業務の合理化・平準化を図ることなど管理職の取り組むべき事項を明記することにより、労働時間を適切に管
理することとしています。

今後とも、過重労働により職員の尊い命が失われたり、心身の健康が損なわれたりすることがないよう、働
きやすい職場環境づくりに県が率先して取り組んでいきます。
（兵庫県産業労働部政策労働局労政福祉課）
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３ 建設工事従事者の安全及び健康の確保の
推進に関する法律に基づく都道府県計画に
ついて
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建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（平成28年12月16日法律第111号）の概要

国等の責務、法制上の措置等

＜国等の責務＞ （第４条から第６条まで関係）
• 国は、基本理念にのっとり、建設工事従事者の安全及び健康の

確保に関する施策を総合的に策定、実施する
• 都道府県は、基本理念にのっとり、国との適切な役割分担を踏

まえて、当該区域の実情に応じた施策を策定、実施する
• 建設業者等は、基本理念にのっとり、建設工事従事者の安全及

び健康の確保のために必要な措置を講ずる

＜法制上の措置等＞ （第７条関係）
• 政府は、施策を実施するため必要な法制上、財政上又は税制上

の措置その他の措置を講じなければならない

目的、基本理念

＜目的＞ （第１条関係）
• 建設工事従事者の安全及び健康の確保に関し、基本理念を定め、

国等の責務を明らかにし、施策の基本となる事項を定めること等
により、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策を総
合的かつ計画的に推進し、もって建設業の健全な発展に資する

＜基本理念＞ （第３条関係）
• 建設工事の請負契約において適正な請負代金の額、工期等が定め

られること
• 建設工事従事者の安全及び健康の確保に必要な措置が、設計、施

工等の各段階において適切に講ぜられること
• 建設工事従事者の安全及び健康に関する意識を高めることにより、

安全で衛生的な作業の遂行が図られること
• 建設工事従事者の処遇の改善及び地位の向上が図られること

基本計画等

• 政府は、建設工事従事者の安全及び健康に関する施策の総合的
かつ計画的な推進を図るため、基本計画を策定しなければなら
ない

• 都道府県は、基本計画を勘案して、都道府県計画を策定するよ
う努める

＜目的、基本理念＞

基本的施策

①建設工事の請負契約における経費（労災保険料を含む）の適切か
つ明確な積算、明示及び支払の促進 ②責任体制の明確化（下請関
係の適正化の促進） ③建設工事の現場における措置の統一的な実
施（労災保険関係の状況の把握の促進等） ④建設工事の現場の安
全性の点検、分析、評価等に係る取組の促進 ⑤建設工事従事者の
安全に配慮した設計、建設工事の安全な実施に資するとともに省力
化・生産性向上にも配意した材料・資機材・施工方法の開発・普及
の促進 ⑥建設工事従事者の安全及び健康に関する意識の啓発

建設工事従事者安全健康確保推進会議

関係行政機関相互の調整を行うことにより、建設工事従事者の安全
及び健康の確保の推進を図るため、「建設工事従事者安全健康確保
推進会議」及び専門的知識を有する者によって構成する「建設工事
従事者安全健康確保推進専門家会議」を設ける

＜基本計画等、基本的施策＞

＜国等の責務、法制上の措置等＞

＜推進会議の設置＞

建設業における重大な労働災害の発生状況等に鑑み、建設工事従事者の安全及び健康の確保を推進するため、公共発注・民間発注を問わず、
労災保険料を含む安全衛生経費の確保や一人親方問題への対処等がなされるよう、特別に手厚い対策を国及び都道府県等に求めるもの

施行：平成29年３月16日

（第８条・第９条関係）

（第１０条から第１４条まで関係）

（第１５条関係）

資料３
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建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的な計画（平成２９年６月９日閣議決定）

第１ 基本的な方針はじめに 現状と課題

・建設工事の現場での災害により、年間約400名もの尊い命がなくなっていることを重く受け止
め、災害撲滅に向けて一層の実効性のある取組を推進する必要がある。

・一人親方等は、建設工事の現場では、他の関係請負人の労働者と同じような作業に従事して
おり、特段の対応が必要である。

・建設工事従事者の高齢化が進行している中、中長期的な担い手の確保を進めていくことが
急務である。

第２ 政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

１．適正な請負代金の額、工期等の設定
２．設計、施工等の各段階における措置
３．安全及び健康に関する意識の向上
４．建設工事従事者の処遇の改善及び地位の向上

１．建設工事の請負契約における経費の適切かつ明確な積算等
（１）安全及び健康の確保に関する経費の適切かつ明確な積算等
・安全衛生経費については、実態を把握するとともに、それを踏まえ、

適切かつ明確な積算がなされ下請負人まで確実に支払われるような実
効性のある施策を検討し、実施する。

（２）安全及び健康に配慮した工期の設定
・休日等の日数を確保するなど適切な工期が定められる等の環境を整備

する。
・施工時期を平準化する等、計画的な発注を実施する。

２．責任体制の明確化
３．建設工事の現場における措置の統一的な実施
（１）建設業者間の連携の促進

（２）一人親方等の安全及び健康の確保
・一人親方等が業務中に被災した災害を的確に把握する。
・一人親方等に対して、安全衛生に関する知識習得等を支援する。

（３）特別加入制度への加入促進等の徹底
・一人親方で特別加入していない者の実態を把握し、一人親方に対する労

災保険の特別加入制度への加入の積極的な促進を徹底する。
４．建設工事の現場の安全性の点検等
（１）建設業者等による自主的な取組の促進
（２）工法や資機材等の開発普及の促進

・i-Constructionを推進するとともに、生産性向上にも配意した安全な工
法等の研究開発及び普及を推進する。

５．安全及び健康に関する意識の啓発
（１）安全衛生教育の促進
（２）安全及び健康に関する意識の啓発に係る自主的な取組の促進

第３ 総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

１．建設工事従事者の処遇の改善及び地位の向上を図るための施策
（１）社会保険等の加入の徹底

・法定福利費を内訳明示した見積書の活用等による法定福利費の適切な
確保及び社会保険等の加入の徹底について実効性のある対策を推進する。

（２）建設キャリアアップシステムの活用推進
（３）「働き方改革」の推進

・適正な工期設定、週休二日の推進等の休日の確保、適切な賃金水準の確
保等、建設業における働き方改革を進める。

２．墜落・転落災害の防止対策の充実強化
（１）労働安全衛生法令の遵守徹底等

・労働安全衛生規則に基づく措置の遵守徹底を図る。
・労働安全衛生規則に併せて実施することが望ましい「より安全な措置」

等の一層の普及のため、実効性のある対策を講ずる。
（２）墜落・転落災害防止対策の充実強化
３．東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた先進的取組
４．基本計画の推進体制
（１）関係者における連携、協力体制の強化
（２）調査・研究の充実
５．施策の推進状況の点検と計画の見直し

・策定後２～３年で調査等を行った上で、本基本計画に検討を加え、必要
があると認めるときには、速やかにこれを変更する。
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４ 最低賃金の引上げに向けた中小企業に
対する生産性向上のための支援について
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５ 無期転換ルールの本格化に向けた取組に
ついて
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無期労働契約
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１年

【平成25年4月開始で契約期間が１年の場合の例】

通算5年を超えて契約更新した労働者が、その契約
期間中に無期転換の申込みをしなかったときは、次
の更新以降でも無期転換の申込みが可能。

H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4 H32.4

無期労働契約の労働条件（職務、勤務地、賃金、労働時間など）は、別段の定めがない限り、直前の有期労働契約と同一となる。
別段の定めをすることにより、変更可能。

○ 有期労働契約が繰り返し更新されて通算５年を超えたときは、労働者の申込みにより、期間の定めのない労
働契約（無期労働契約）に転換できるルール。
（労働契約法第18条：平成25年4月1日施行）
※ 通算期間のカウントは、平成25年４月１日以後に開始する有期労働契約が対象。平成25年３月31日以前に開始した有期労
働契約は、通算契約期間に含めない。

※ 通算期間をリセットするクーリング期間（原則６ヶ月でリセット）の規定あり（第18条第２項）

無期労働契約

←

締
結

３年

←

ಌ
ৗ

←

ૡ
ఌ

３年

５年

【契約期間が３年の場合の例】

ண
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ा

無期転換ルールの概要 資料５
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無期転換ルール周知広報の取組

【労使双方向け】

○ポータルサイトの開設（無期転換ルールの概要、先進的に取り組んでいる企業事例、厚労省の支援策、Ｑ＆Ａなどについて

情報発信）

○全国でセミナーを開催（無期転換ルールをはじめとする労働契約法について説明）

○リーフレットの作成・配布（労働局、労働基準監督署、ハローワーク等にて配布）

【使用者向け】

○全国でシンポジウムを開催（平成29年度は無期転換ルール、多様な正社員に関するシンポジウムを全国６都市８回開催）

○労働局等が実施する改正法の説明会など、あらゆる機会を活用した周知

○経団連、日商、中央会、同友会にハンドブック等を提供し、会員企業等に対して周知

【労働者向け】

○インターネット（ヤフー、グーグル、フェイスブック）を活用した周知広報

○連合に無期転換ハンドブックを提供し、連合が開催する会議、勉強会等で周知

○モデル就業規則の作成（無期転換ルールや多様な正社員関係のモデル就業規則（飲食・小売・製造・金融の４業種）を作成

し、ポータルサイト、労働局等で周知、平成29年度は全業種共通版を作成）

○「無期転換ハンドブック」を作成（無期転換ルールの導入手順等をまとめたハンドブックを作成し、ポータルサイト、労働局等で

周知）

○企業に対するコンサルティングの実施（無期転換ルールや多様な正社員制度の対応を検討中の企業150社程度に無料で実

施）

○キャリアアップ助成金の支給（有期契約労働者を無期契約労働者等に転換した場合、一定の条件のもと、支給）

①無期転換ルールを知らない層に対して、知ってもらうための取組

②無期転換ルールを知っている層に対して、その導入のためのツール提供の取組

③無期転換ルールを知っていて、導入しようとする層に対する支援の取組
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ま

す
が
、

検
討
に
は

一
定
の

時
間

を
要

す
る
こ

と
か
ら

、
企

業
に

お
い
て

は
早
急

な
対

応
が

求
め
ら

れ
ま
す

。
ま

た
、
無

期
転
換

ル
ー

ル
へ
の

計
画
的

な
対
応

と
、
紛
争

を
未
然

に
防
止

す
る

た
め

、
無

期
転
換

申
込
権

や
構
築
し

た
人
事

制
度

に
つ

い
て
、

事
前
に

労
働

者
へ

説
明
す

る
こ
と

も
重

要
で

す
。
 

さ
ら

に
、
無

期
転
換
ル

ー
ル

の
適
用

を
避
け

る
こ

と
を

目
的
と

し
て
、
無
期

転
換

申
込
権

が
発
生

す

る
前
に
雇

止
め
を

す
る

こ
と

は
、
労

働
契
約
法
の

趣
旨

に
照
ら

し
て
望

ま
し

い
も

の
で
は

な
く
、
慎
重

な
対
応
が

必
要
で

す
。
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こ
れ

ら
を

踏
ま
え

、
よ

り
一

層
の
周

知
啓
発

に
取

り
組

む
た
め

、
本

年
９
月

か
ら

1
0
月
を
「
無

期
転

換
ル

ー
ル

取
組

促
進
キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
」

期
間

と
定
め

、
使

用
者

団
体

を
は

じ
め
と

す
る

関
係

団
体

に
対

し
、

無
期

転
換

ル
ー
ル

の
周

知
に

関
す

る
要

請
等
を

行
う

ほ
か

、
関

係
機

関
と
連

携
し

な
が

ら
周

知
を

図
る

な
ど

、
無
期
転
換

ル
ー

ル
の
周

知
及
び

円
滑

な
導

入
の
促

進
を
図

る
こ

と
と

し
た
と

こ
ろ
で

す
。
 

 
つ

き
ま

し
て

は
、

各
都

道
府

県
労

働
局

か
ら

、
各

都
道

府
県

知
事

に
対

し
、
別

添
の

と
お

り
本

キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

に
関

す
る
要

請
を

行
う

予
定

で
あ

り
ま
す

の
で

、
貴

会
に

お
か

れ
ま
し

て
は

、
そ

の
旨

の
都

道
府

県
に

対
す
る

周
知

に
ご

協
力
い

た
だ
き

ま
す

よ
う

、
何
と

ぞ
よ
ろ

し
く

お
願

い
い
た

し
ま
す

。
 

  

厚
生

労
働

大
臣
 

加
藤

勝
信
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こ
れ

ら
を

踏
ま
え

、
よ

り
一

層
の
周

知
啓
発

に
取

り
組

む
た
め

、
本

年
９
月

か
ら

1
0
月
を
「
無

期
転

換
ル

ー
ル

取
組

促
進
キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
」

期
間

と
定
め

、
使

用
者

団
体

を
は

じ
め
と

す
る

関
係

団
体

に
対

し
、

無
期

転
換

ル
ー
ル

の
周

知
に

関
す

る
要

請
等
を

行
う

ほ
か

、
関

係
機

関
と
連

携
し

な
が

ら
周

知
を

図
る

な
ど

、
無
期
転
換

ル
ー

ル
の
周

知
及
び

円
滑

な
導

入
の
促

進
を
図

る
こ

と
と

し
た
と

こ
ろ
で

す
。
 

 
本

キ
ャ

ン
ペ
ー
ン
の

実
施

に
あ
た

り
、
平

成
29

年
９

月
１

日
に
、
厚
生

労
働

大
臣
よ

り
別
添

１
の

と

お
り

全
国

知
事

会
に
対

し
、

都
道

府
県

に
対

す
る
本

キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

の
実

施
に
係

る
周

知
に

つ
い

て
ご

協
力

を
依

頼
し
た
と
こ

ろ
で

す
。
 

つ
き

ま
し

て
は

、
貴
殿

に
お

か
れ

ま
し

て
も

、
こ

の
取

組
の

趣
旨

を
御

理
解
い

た
だ

き
、

下
記

の
事

項
に

つ
い

て
御
協
力
の

程
、

よ
ろ
し

く
お
願

い
申

し
上

げ
ま
す

。
 

 

記
 

 １
 

無
期

転
換

ル
ー
ル

の
概

要
及

び
雇

用
す

る
有
期

契
約

労
働

者
へ

の
適

切
な
対

応
の

必
要

性
に

つ
い

て
、

都
道

府
県
の

外
郭

団
体

等
へ
周
知

啓
発

を
図

っ
て

い
た
だ

く
こ
と

。
 

 ２
 

無
期

転
換

ル
ー
ル

に
つ

い
て

、
都

道
府

県
内
の

企
業

及
び

有
期

契
約

労
働
者

を
は

じ
め

と
す

る
住

民
に

接
す

る
機

会
や
情

報
提

供
を

行
う

機
会

を
捉

え
、

別
添

２
の

本
キ

ャ
ン
ペ

ー
ン

用
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
等

を
用

い
た
周

知
を

図
っ

て
い
た
だ

く
こ

と
。
 

 ３
 

本
キ

ャ
ン

ペ
ー
ン

の
実

施
及

び
本

要
請

に
つ
い

て
、

都
道

府
県

内
の

市
町
村

へ
周

知
を

図
っ

て
い

た
だ

く
こ

と
。
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様式１

施策事項（資料ページ） 所管課室 担当係 担当者 内線

働き方改革を推進するための関
係法律の整備に関する法律案
要綱　（労働政策審議会29.9.15
答申）について（資料１）

労働条件政策
課

企画調整係 山口、森 5353

過労死等防止対策の推進につ
いて（資料２）

総務課過労死
等防止対策推
進室

過労死等防止
係

田村 5583

建設工事従事者の安全及び健
康の確保の推進に関する法律
に基づく都道府県計画について
（資料３）

安全衛部安全
課建設安全対
策室

- 東 5486

最低賃金の引上げに向けた中
小企業等に対する生産性向上
のための支援について（資料４）

賃金課
賃金・退職金制
度係

遠藤 5533

無期転換ルールの本格化に向
けた取組について（資料５）

労働関係法課
政策係、労働契
約係

大塚、森 5587、7750

労働基準局　施策照会先一覧　（厚生労働省代表電話　０３－５２５３－１１１１）


